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(57)【要約】
【課題】コイルを樹脂でモールドする際に、樹脂が動力
線に付着することを抑制する。
【解決手段】コイル３４からの動力線３６が固定される
動力線固定部材３８に、溝形成部３８ａの外周側の端面
から、ステータコア３２の軸方向の端面Ｐ２の方向にス
テータコアの外周面との間に隙間Ｃ２をなすように延在
する壁部３８ｂを形成する。これにより、樹脂３４ａを
形成する際に注入される樹脂が外部に流出することが抑
制され、樹脂が動力線３６に付着することを抑制できる
。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ステータコアと、
　該ステータコアに巻回され、樹脂モールドされたコイルと、
　前記コイルから周方向の外側に引き出された動力線と、
　前記ステータコアの軸方向の一端面に配置され、前記ステータコアの内周側と外周側と
を連絡する連絡溝が形成されている溝形成部を有し、前記動力線が固定された動力線固定
部材と、
　を備える回転電機であって、
　前記動力線固定部材は、前記ステータコアの外周側から突き出すように配置され、
　前記動力線固定部材には、前記溝形成部の外周側の端部から前記ステータコアの軸方向
の他端面に向かって、前記ステータコアの外周面との間に隙間をなすように延在し、前記
溝形成部の外周側の端部に対向するように壁部が形成されている、
　回転電機。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転電機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の回転電機としては、ステータコアと、コイルと、動力線と、固定部材と
、を備えるものが提案されている（例えば、特許文献１参照）。コイルは、ステータコア
に巻回され、樹脂モールドされている。動力線は、コイルの端部に接続されている。固定
部材は、動力線をステータコアに固定している。この回転電機では、固定部材にステータ
コアの外周側と内周側とを連通させる連通部を形成することにより、コイルを樹脂でモー
ルドする際に樹脂に生じる気泡を連通部から外部に排出している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－１３３８７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述の回転電機では、コイルを樹脂でモールドする際に、注入した樹脂が連通部から外
部に流出して、動力線に付着することがある。こうして付着した樹脂は除去が困難である
ことから、動力線への樹脂の付着は抑制されることが望ましい。動力線への樹脂の付着を
抑制する手法として、モールドの際の樹脂の注入量を少なくして樹脂が外部に流出するこ
とを抑制する手法がある。しかしながら、この手法では、樹脂に生じる気泡が増加してし
まう。
【０００５】
　本発明の回転電機は、コイルを樹脂でモールドする際に、樹脂が動力線に付着するのを
抑制することを主目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の回転電機は、上述の主目的を達成するために以下の手段を採った。
【０００７】
　本発明の回転電機は、
　ステータコアと、
　該ステータコアに巻回され、樹脂モールドされたコイルと、
　前記コイルから周方向の外側に引き出された動力線と、
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　前記ステータコアの軸方向の一端面に配置され、前記ステータコアの内周側と外周側と
を連絡する連絡溝が形成されている溝形成部を有し、前記動力線が固定された動力線固定
部材と、
　を備える回転電機であって、
　前記動力線固定部材は、前記ステータコアの外周側から突き出すように配置され、
　前記動力線固定部材には、前記溝形成部の外周側の端部から前記ステータコアの軸方向
の他端面に向かって、前記ステータコアの外周面との間に隙間をなすように延在し、前記
溝形成部の外周側の端部に対向するように壁部が形成されている、
　ことを特徴とする。
【０００８】
　この本発明の回転電機では、動力線固定部材は、ステータコアの外周側から突き出すよ
うに配置されている。そして、動力線固定部材に、溝形成部の外周側の端部からステータ
コアの軸方向の他端面に向かって、ステータコアの外周面との間に隙間をなすように延在
し、前記溝形成部の外周側の端部に対向するように壁部を形成する。この壁部により、コ
イルを樹脂でモールドする際に、連絡溝に流入した樹脂が、壁部とステータコアの外周面
との隙間に流入する。したがって、樹脂が外部に流出することが抑制され、樹脂が動力線
に付着することを抑制することができる。
【０００９】
　この本発明の回転電機において、前記動力線は、前記動力線固定部材に固定された部分
から前記ステータコアの周方向、前記ステータコアの前記他端面へ向かう方向、前記周方
向と２回屈曲するように前記壁部の外側で配策されているものとしてもよい。こうすれば
、動力線と樹脂との間に壁部が存在するから、樹脂が動力線に付着することをより抑制す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施例としてのモータ１０の構成の概略を示す構成図である。
【図２】モータ１０の断面の概略を示す断面概略図である。
【図３】動力線固定部材３８の外観の概略を示す外観概略図である。
【図４】樹脂３４ａを形成している様子の一例を示す説明図である。
【図５】図４の領域Ａを拡大して示す拡大図である。
【図６】変形例の動力線固定部材１３８の形状の概略を示す説明図である。
【図７】変形例の動力線固定部材２３８の形状の概略を示す説明図である。
【図８】変形例の動力線固定部材３３８の形状の概略を示す説明図である。
【図９】変形例の動力線固定部材４３８の形状の概略を示す説明図である。
【図１０】変形例の動力線固定部材５３８の形状の概略を示す説明図である。
【図１１】変形例の動力線固定部材６３８の形状の概略を示す説明図である。
【図１２】変形例の動力線固定部材７３８の形状の概略を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　次に、本発明を実施するための形態を実施例を用いて説明する。
【実施例】
【００１２】
　図１は、本発明の一実施例としてのモータ１０の構成の概略を示す構成図である。図２
は、モータ１０の断面の概略を示す断面概略図である。図３は、動力線固定部材３８の外
観の概略を示す外観概略図である。
【００１３】
　実施例のモータ１０は、例えば三相交流モータなどとして構成されており、図１，図２
に示すように、ロータ２０と、ステータ３０と、を備える。
【００１４】
　ロータ２０は、図２に示すように、無方向性電磁鋼板を打ち抜き加工によって環状に形
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成したロータ部材を複数積層して構成されたロータコア２２と、ロータコア２２に埋め込
まれ軸方向に延在する形状の図示しない複数の永久磁石とを備え、焼き嵌め又はスプライ
ン嵌合などによって回転軸１２に取り付けられている。
【００１５】
　ステータ３０は、図１，図２に示すように、ステータコア３２と、コイル３４と、動力
線３６と、動力線固定部材３８と、を備えている。ステータコア３２は、径方向内側（内
周側）に突出する図示しない複数のティースを備える。コイル３４は、ステータコア３２
の複数のティースに巻回されており、樹脂３４ａによりモールドされている。
【００１６】
　動力線３６は、図１，図２に示すように、コイル３４から周方向の外側に引き出されて
動力線固定部材３８に固定されている。動力線３６は、動力線固定部材３８に固定された
部分からさらに周方向、ステータコア３２の軸方向の端面Ｐ２へ向かう方向、周方向と２
回屈曲するよう配策されている。
【００１７】
　動力線固定部材３８は、図１～図３に示すように、ステータコア３２の軸方向の端面Ｐ
１の外周側に突き出すように配置されている。動力線固定部材３８は、ステータコア３２
の内周側と外周側とを連絡する複数の連絡溝３９が形成された溝形成部３８ａと、溝形成
部３８ａの外周側の端部からステータコア３２の軸方向の端面Ｐ２の方向に延在する壁部
３８ｂと、を備えている。壁部３８ｂは、ステータコア３２の外周面と動力線３６との間
に、ステータコア３２の外周面と隙間Ｃ１を形成するように延在している。連絡溝３９と
ステータコア３２の端面Ｐ１とで形成される隙間Ｃ２および隙間Ｃ１には、樹脂３４ａが
延在している。したがって、動力線固定部材３８は、樹脂３４ａによりステータコア３２
に固定されている。壁部３８ｂのステータコア３２側の端面Ｐ３は、平坦面となるよう形
成されている。なお、隙間Ｃ１には、一部に樹脂３４ａが延在していてもいいし、全てに
樹脂３４ａが延在していてもよい。
【００１８】
　ここで、樹脂３４ａの形成方法について説明する。図４は、樹脂３４ａを形成している
様子の一例を示す説明図である。図４において、太線の矢印は、樹脂の流れを示している
。図５は、図４の領域Ａを拡大して示す拡大図である。樹脂３４ａの形成は、コイル３４
を巻回したステータコア３２を固定型４０に載置し、固定型４０と反対方向から動力線固
定部材３８を載置した可動型４２をステータコア３２に載置し、固定型４０に設けられた
樹脂注入口４４から圧力を加えながら樹脂を注入することにより行なわれる。このとき、
樹脂は、まずは、ステータコア３２と固定型４０との間およびコイル３４と固定型４０と
の間に注入される。ステータコア３２と固定型４０とおよびコイル３４と固定型４０との
間の空気は、注入された樹脂に押されてステータコア３２と可動型４２との隙間やコイル
３４と可動型４２との空間を通ってステータコア３２の上側の可動型４２との空間に至る
。そして、隙間Ｃ２，Ｃ１を介してステータコア３２の外周側の外部に排出される。
【００１９】
　ステータコア３２と固定型４０との間およびコイル３４と固定型４０との間への樹脂の
注入が完了すると、樹脂はステータコア３２と可動型４２との隙間を通って隙間Ｃ２，Ｃ
１に注入されて、樹脂３４ａが形成される。このとき、ステータコア３２と可動型４２と
の間やコイル３４と可動型４２との空気は、注入された樹脂に押されて隙間Ｃ２，Ｃ１を
介してステータコア３２の外周側の外部に排出される。このように、隙間Ｃ２，Ｃ１によ
り、ステータコア３２と固定型４０との間の空気やステータコア３２と可動型４２との間
の空気，コイル３４と固定型４０との間の空気やコイル３４と可動型４２との間の空気を
ステータコア３２の外部に排出することができるから、ステータ３０，コイル３４と固定
型４０，可動型４２との間に空気が残留することによって樹脂３４ａにボイドが形成され
ることを抑制できる。このように樹脂を注入するために、壁部３８ｂは、隙間Ｃ１の寸法
が樹脂に加える圧力が抜けない程度の寸法となるように、ステータコア３２の外周面と動
力線３６との間に配置している。また、壁部３８ｂは、樹脂を注入する際に、隙間Ｃ１内
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の樹脂が収まる寸法に形成されている。
【００２０】
　このように、壁部３８ｂを、ステータコア３２の外周面と動力線３６との間に配置する
ことにより、注入した樹脂が動力線３６側に流出することが抑制される。これにより、樹
脂が動力線３６へ付着することを抑制できる。また、樹脂を注入する際に、隙間Ｃ１では
、樹脂が薄く広がって流れるから、樹脂とステータコア３２との密着力が増加する。また
、薄く広がって流れることにより、樹脂とステータコア３２との接触面積が増加し、樹脂
とステータコア３２との摩擦力が増加する。これにより、樹脂３４ａがコイル３４から脱
落することを抑制することができる。
【００２１】
　以上説明した実施例のモータ１０によれば、動力線固定部材３８に、壁部３８ｂを形成
することにより、樹脂が動力線３６に付着することを抑制することができる。
【００２２】
　実施例のモータ１０では、壁部３８ｂの端面Ｐ３を、平坦面となるように形成している
が、図６の変形例の動力線固定部材１３８の壁部１３８ｂに示すように、端面Ｐ３の表面
にブラスト処理やシボ加工を施して、表面に凹凸を設けるものとしてもよい。また、図７
の変形例の動力線固定部材２３８の壁部２３８ｂに示すように、端面Ｐ３に溝加工を施す
ことにより、表面に凹凸を設けるものとしてもよい。端面Ｐ３に溝加工する場合には、溝
の形は、図７の変形例の動力線固定部材２３８に示すように、矩形形状としてもよいし、
図８の変形例の動力線固定部材３３８の壁部３３８ｂに示すように、のこぎり形状として
もよいし、図９の変形例の動力線固定部材４３８の壁部４３８ｂに示すように、半円形形
状としてもよい。さらに、図１０の変形例の動力線固定部材５３８の壁部５３８ｂに示す
ように、軸方向に対して平行に延びる縦溝としてもよいし、図１１の変形例の動力線固定
部材６３８の壁部６３８ｂに示すように、軸方向に対して垂直に延びる横溝としたり、図
１２の変形例の動力線固定部材７３８の壁部７３８ｂに示すように、軸方向に対して所定
の角度を持って斜めに延びる斜め溝としてもよい。このように端面Ｐ３に凹凸を形成する
ことにより、動力線固定部材１３８，２３８，３３８，４３８，５３８，６３８，７３８
と樹脂３４ａとの摩擦力の増加やアンカー効果により、より良好に樹脂３４ａがコイル３
４から脱落することを抑制することができる。
【００２３】
　実施例のモータ１０では、溝形成部３８ａの外周側の端部から壁部３８ｂが形成されて
いるが、例えば、図３において、連絡溝３９の周方向の外周側の端部に図３において左右
方向に延びて連絡溝３９と外周側とを連通する連通溝が形成されているものなど、溝形成
部３８ａの外周側の端部に対向するように壁部３８ｂが形成されていればよい。
【００２４】
　実施例のモータ１０では、動力線３６を、２回屈曲するよう配策しているが、動力線固
定部材３８に固定された部分から屈曲せずに周方向の外側に延びるように配策してもよい
。
【００２５】
　実施例の主要な要素と課題を解決するための手段の欄に記載した発明の主要な要素との
対応関係について説明する。実施例では、ステータコア３２が「ステータコア」に相当し
、コイル３４が「コイル」に相当し、動力線３６が「動力線」に相当し、動力線固定部材
３８が「動力線固定部材」に相当する。
【００２６】
　なお、実施例の主要な要素と課題を解決するための手段の欄に記載した発明の主要な要
素との対応関係は、実施例が課題を解決するための手段の欄に記載した発明を実施するた
めの形態を具体的に説明するための一例であることから、課題を解決するための手段の欄
に記載した発明の要素を限定するものではない。即ち、課題を解決するための手段の欄に
記載した発明についての解釈はその欄の記載に基づいて行なわれるべきものであり、実施
例は課題を解決するための手段の欄に記載した発明の具体的な一例に過ぎないものである
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【００２７】
　以上、本発明を実施するための形態について実施例を用いて説明したが、本発明はこう
した実施例に何等限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲内において、
種々なる形態で実施し得ることは勿論である。
【産業上の利用可能性】
【００２８】
　本発明は、回転電機の製造産業などに利用可能である。
【符号の説明】
【００２９】
 １０ モータ、１２　回転軸、２０　ロータ、２２　ロータコア、３０　ステータ、３２
　ステータコア、３４　コイル、３４ａ　樹脂、３６　動力線、３８，１３８，２３８，
４３８，５３８，６３８，７３８　動力線固定部材、３８ａ　溝形成部、３８ｂ，１３８
ｂ，２３８ｂ，３３８ｂ，４３８ｂ，５３８ｂ，６３８ｂ，７３８ｂ　壁部、３９　連絡
溝、４０　固定型、４２　可動型、４４　樹脂注入口、１３８　動力線固定部材、Ｃ１，
Ｃ２　隙間、Ｐ１～Ｐ３　端面。
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